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研究成果の概要（和文）：本研究ではモバイルインターネット社会における成人ICTリテラシーの現状と国際的動向に
ついて調査研究を行い、地域ICTリーダー育成に効果的な学習プログラムと標準化を検討した。主な結果は、①日本の
成人ICTリテラシー育成プログラムを５分類した。②全体的に高度IT人材育成を目標に技術指向が強い傾向にあった。
③海外では国際連携の取組が多く人材育成の生態系が形成されていた。④ECDL/ICDLは実用性を特徴とし政策連携して
いた。⑤学習内容、教え方、「場」は急速に変化しておりイノベーション促進と社会課題解決強化の方向にあった。⑥
これらから日本版ICTリテラシー形成モデル、学習プログラム、標準化を検討した。

研究成果の概要（英文）：Purpose of this study was to investigate an international trend in adult ICT liter
acy programs for development of human resource contributing to community thriving and social innovation. S
ix results were obtained. (1) Adult ICT literacy programs in Japan were divided into five types. (2) Most 
of adult ICT literacy programs in Japan aimed for upbringing of the talented person with the highly techno
logical skills and knowledge. (3) As an overseas trend, ecosystem was formed to accelerate development of 
human resource with ability to utilize ICT for problem solving and innovation. (4)ECDL/ICDL certification 
program was very popular and helpful to improve the ICT literacy that was effective in the workplace and o
rdinary lives. (5)Learning in ICT literacy program changed rapidly in the direction of solution of problem
s and promotion of innovation in mobile internet society. (6) From these results, a new model of ICT liter
acy program in Japan and its standardization was discussed.
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１．研究開始当初の背景	
 

（１）従来、成人のパソコン・インターネッ

ト・デジタルコンテンツに関する学習プログ

ラムやレベル認定試験は、主として職業訓練、

学校教育支援の立場から、コンピュータの原

理/操作、文書作成、検索、プログラミング、

ネットワーク管理/運営、セキュリティ、コ

ンテンツ開発等について、ハードウエアやソ

フトウエアに依存した技能修得とレベル検

定という形で実施・展開されてきた。	
 

	
 一方で、知識基盤社会化、ユビキタス型で

ウエアラブルなモバイルインターネット社

会化が急速に進行する中、キー・コンピテン

シーとしての ICT（情報通信技術）リテラシ

ーの形成が不可欠となっている。	
 

	
 キー・コンピテンシーとは「様々で複雑な

要請に成功的に応答できる知識・技能・態度

等を包括する力動的諸能力」｢自立的に行動

し、相互作用的な手段を活用し、多様な人々

と共生していく能力｣を言う（OECD,2003)。	
 

	
 ICT リテラシーとは「効果的な社会参加の

ため、情報へのアクセス・管理・統合・評価、

知識創造、交流を可能にするデジタルテクノ

ロジーやコミュニケーションツールに関心

をもち、適切な利用するための態度や技能」

と定義され、情報収集力のみならず、分類、

要約、有用性判断、情報創出なども含むとし

ている(PISA,2006)。	
 

	
 すなわち ICT リテラシーでは、考える力、

表現力・創発力など課題解決に連携した能力

の支援を目的にパソコン・インターネット学

習することが重要であり、生涯にわたり学ぶ

力や、良好な社会を築き、人生の成功を導く

人間力の形成が期待されている。	
 

	
 且つ、「課題解決」は従来的範囲にとどま

らず、地球環境保全や人間生活を尊重した社

会/生産活動のイノベーション、持続力/復元

力を持った未来型コミュニティ形成、激甚災

害への備え、貧困などに寄与する新しい観点

からのリテラシー形成プログラムの検討、な

らびにグローバル社会で共有する学習実践/

推進体制が必要な段階となっている。	
 

（２）こうした動向の中、イギリスを中心と

したヨーロッパではキーコンピテンシー学

習を視野に入れた“ヨーロッパ・コンピュー

タ・ドライビング・ライセンス”（ECDL）と

いう ICT 利活用のトレーニングプログラムが

開発され、社会人エンドユーザスキルの体系

的学習の推進、ならびに各種領域、職種等へ

の適用/活用のための認証制度の整備（資格

化）がはじまっている。	
 

	
 ECDL は機種依存しないデジタルスキル水

準を検定/認証するシステムで、CEPIS	
 (ヨー

ロッパ情報処理関係学会連合)が制定。世界

規模で公認テストセンターを設置している。

全世界版を ICDL と呼び、オーストラリア、

カナダ、アメリカ、アジア等 148 カ国/地域

で国際標準化の流れを形成している。	
 

	
 他方、アメリカでも、同様な傾向をもつお

のとして NETS（The	
 National	
 Educational	
 

Technology	
 Standards）などがある。	
 

	
 国内では、ＩＴスキル標準（経済産業省）、

Ｐ検（産学公連携パソコン検定協会）、情報

活用力診断テスト Rasti（NPO 法人 ICT 利活

用力推進機構）、MOS(マイクロソフト)等、従

来型のパソコン・インターネット学習や検定

試験が主流な様相ではあるが、人材育成の観

点からは、シニア情報生活アドバイザー制度

（財団法人ニューメディア開発協会）、生き

がい情報師（健康・生きがい開発財団）、SITA

等が実践されており、表現伝達力、基盤力・

社会人基礎力などの形成支援の考え方を取

り入れたものも現れつつある。	
 

	
 こうした状況のもと、ICT リテラシー学習

と資格の現状について体系的な比較を試み

た学術研究は少なく、特に、成人を対象に、

地域 ICT リーダー育成の観点からなされた研

究はほとんどない。地域の再生・活性化に向

けた ICT 人材の育成は日本の急務の課題であ

り、本研究を実施する必要性は高い。	
 



２．研究の目的	
 

本研究では、急速に進行するモバイル／イン

ターネット社会における成人 ICT リテラシー

学習と資格の現状/国際的動向について、地

域人材育成の立場から調査研究を行い、地域

再生/活性化に貢献する地域 ICT リーダー育

成に効果的な学習プログラムのあり方と標

準化について検討する。	
 

	
 

３．研究の方法	
 

（１）成人 ICT リテラシー学習プログラムと

レベル認定（資格制度）について調査した。	
 

	
 そのため日本の 20 団体 48 資格を対象に、

①国家資格(13)、②民間資格(30)、③ベンダ

ー資格(5)に分類の上、その中から主なもの

として、国家資格：情報処理推進機構(IPA)

の IT パスポート試験、情報処理技術者試験。

民間資格：ICT プロフィシエンシー検定試験

協会の P 検定、日本商工会議所の日商 PC 検

定、一般財団法人職業教育・キャリア教育財

団	
 検定試験センターの J検。ベンダー資格：

マイクロソフト社の MOS について、インター

ネットを介して公開されている資料等から、

学習プログラムや資格制度等の位置づけ、運

用、実績と社会的効果等について調査した。

諸外国と日本との取り組みの違いについて

も資料収集、整理、検討した。	
 

	
 海外事例については、ヨーロッパを中心と

したものとして、非営利団体 ECDL 財団のヨ

ーロッパ/国際コンピュータドライビングラ

イセンス（ECDL/ICDL）、英国における公認 IT

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル 	
 (Chartered	
 IT	
 

Professional)、e-skills、米国を中心とし

たものとして、IC3(Internet	
 and	
 Computing	
 

Core	
 Certification)、ATC21S による 21 世紀

型スキル標準、オーストラリアについては、

上記 ATC21S	
 に加え、Certificate	
 III	
 in	
 

Information,	
 Digital	
 Media	
 and	
 Technology

などを対象に資料調査した。	
 

（２）諸外国の動静については、仏、英、米、

アイルランド、ベトナム、シンガポール、オ

ーストラリアの７カ国を訪問し、就業/就労

支援のパソコン学習センター、ICDL テストセ

ンターの整備活用状況、大学の情報教育現場、

地域や都市機能活性化に向けた情報化推進

の状況、市民活動やコミュニティレベルでの

ICT 活用のイノベーション創出、未来設計、

次世代人材育成に関する動向、シニアネット

ワーク活動や異世代交流状況について街頭

観察、インタビュー調査、資料収集を行った。	
 

（３）以上の結果を総合し日本版デジタルリ

テラシー資格のモデル開発と標準化、学習プ

ログラムの基本要素、構成、未来設計に必要

なキー・コンピテンシーとの対応づけ。標準

化等について検討を行った。	
 

	
 

４．研究成果	
 

（１）成人 ICT リテラシー学習プログラムと

レベル認定に関する結果を以下に示す。	
 

	
 第１に、国内の ICT 関連の学習プログラム

や資格制度は、スキルの種類、専門性の深度、

応用範囲、市民利用場面での実用性（表１）、

国際標準対応、認定団体の種類（表２）から、

大きく５分類された（図１）。	
 

	
 

表１	
 ICT リテラシー認定制度の分類基準１	
 
--------------------------------------	
 
ICT 職業訓練生スキル（標準・高度）	
 
e ビジネス遂行スキル（汎用・専用）	
 
市民 ICT ユーザスキル（実用・創発）	
 

--------------------------------------	
 
	
 

表２	
 ICT リテラシー認定制度の分類基準２	
 
--------------------------------------	
 
国際 ICT スキル標準等対応（明確・不明確）	
 
認定団体（国家資格・民間資格・ベンダー）	
 
--------------------------------------	
 

	
 



	
 第２に、日本の場合、全体傾向として、高

度 IT 人材育成に向けた技術指向の学習内容

とカリキュラム構成が認められた。	
 

	
 	
 国（経済産業省）が主導する IT スキル

標準(ITSS)を基本にした ICT 専門技術者養成

の体系化、学校教育現場の情報教育支援を中

心に類似した多数のプログラムが開発/実施

され、改良や強化が図られていた。	
 

	
 ITSS の国際化については、国と IPA の連携

でアジア共通統一試験（IT	
 Professionals	
 

Examination）の実施や相互認証の働きかけ

が 2010 年前後 ASEAN 諸国（フィリピン、タ

イ、ベトナム、ミャンマー、マレーシア、モ

ンゴル）を中心に行われ、2013 年 1 月にはフ

ィリピンソフトウェア産業協会と IT スキル

標準に関する相互協力協定が締結された。	
 

	
 訪問調査で収集した関連事例として、ベト

ナムのハノイ工科大学では JICA による円借

款事業「高等教育支援事業（IT セクター）」

が、2006-2014 の期間実施され、日本語が話

せる組み込み技術者育成が行われている。そ

の結果、432 名がプログラムを受講。実績と

して、80%が ITSS レベル 2、10％がレベル 3

を達成している。また、第 1期生のタ・ソン・

トゥンさん（24 歳）ら 4 人は 2012 年にソフ

トウエア開発会社「リッケイソフト」（本社・

ハノイ市）を設立したと報道されている。	
 

	
 第３として、日本では、一般成人に対して

提供されるものとして、社会課題解決、地域

イノベーション創出に有効なプログラムは

少ない傾向にあることが認められた。	
 

	
 特に、長期的展望で、時代の流れを先取り

し、国家的、体系的に提供されるものが少な

く、地域の自主活動に委ねられている傾向が

認められた。地域持続と社会変革に寄与する

人材育成の立場から、実用的で共有可能な体

系的カリキュラムの開発、実践、認定等が期

待される実情が認められた。	
 

	
 第４に、この点で注目すべき事例として、

シニア ICT 学習と認定制度である財団法人ニ

ューメディア開発協会の「シニア情報生活ア

ドバイザー制度」は特色を発揮していた。	
 

	
 上記は地域活性化やコミュニティビジネ

ス創出、高齢者の居場所や生き甲斐づくりを

支援する地域 ICT リーダー育成プログラムと

して、実用性があり、社会課題解決に向けて

実績をあげている。グローバル社会にアピー

ルできることが明らかとなった。	
 

	
 第５に、海外の ICT リテラシー学習プログ

ラムや資格制度にあっては、基本的に、国際

連携の枠組の中で開発/実践されていること

が明らかとなった。	
 

	
 各国は、それぞれに独自なプログラムを有

しているが、同時に、ヨーロッパや米国中心

の関係諸国間で国際連携の枠組をつくり、そ

の中で理念やプログラムを開発し、レベル設

定や標準化の議論と制度化を進めている。	
 

	
 事例のひとつとして、国際的 IT スキル標

準として、英国コンピュータ学会(BCS	
 UK)が

中心となり開発/リリース(2001)された SFIA

がある。これに基づき公認 IT プロフェッシ

ョナル	
 (Chartered	
 IT	
 Professional)制度が

運用されている。日本の ITSS と共通した部

分が多い一方で、①長期戦略の上に策定され

たものであること、②高い能力を持つ専門職

技術者に限らず、意欲のある人全てに高度な

教育を提供して次世代 ICT 人材の効果的育成

にしようとしていること、③技術者の社会的

地位を確保し、就労や学校への入学との連動

が明確に示されている点で特徴的であるこ

とが IPA 調査研究レポート等より判明した。	
 

	
 もう一つの事例として、ECDL/ICDL は、研

究の背景に記述の通り、欧州連携の枠組みで

開発されたものであり、国ごとの取り組みに

並行して機能するスキル標準のプログラム

と認定の仕組みを提供している。	
 

	
 そこで、第６として、欧州では、内容を高

めあう発想とネットワークのもと、ICT リテ

ラシー活用による人材育成の「生態系」を形

成する戦略展開がなされていた。	
 



	
 第７は、ECDL/ICDL は、日本の制度やプロ

グラムに比べ「実用性」の高さを特徴とする

プログラムであることが分かった。	
 

	
 例えば、ECDL/ICDL では 2007 年にシラバス

をバージョン 4.0 から	
 5.0 へ改訂。ベンダー

中立性を高めるとともに、モバイルインター

ネットや SNS 利用のモジュール、健康ソフト

ウエア（健康情報データベース）の操作技能

に関するモジュールを追加。社会ニーズに即

時対応して実用性の向上を図っていた。	
 

	
 第８は、訪問調査から明らかとなったこと

であるが、ECDL/ICDL は、国家的事業との連

携を強化する戦略で事業展開していた。	
 

	
 中核拠点をアイルランドから需要の多い

シンガポールへシフトさせ、シラバスのバー

ジョンアップに並行して、シンガポール政府

はじめアジア、アフリカ諸国における国家的

事業との連携を強化していた。	
 

	
 こうしたことから 2013 年にはサービス対

象 150 カ国、受験者数 1200 万人、テストセ

ンター24000 ヶ所を記録。2016 年までにアフ

リカ南部の開発途上国のジンバブエ、ザンビ

アで合計 25,000 人が ICDL 認証を受ける予定

であると公表している。これら実績はパート

ナー国の政策達成に役立っている。	
 

	
 

（２）訪問調査の結果から	
 

諸外国の動静について観察やインタビュー

を行った結果は以下の通りである。	
 

	
 全体的結論として、成人に限らず、ICT リ

テラシー形成や情報技術教育のパラダイム

シフトが起こりつつあった。	
 

	
 その具体的な点として、第１は、海外では、

ICT リテラシー形成や情報技術教育の過程で

学ぶ「内容」に変化が認められた。	
 

	
 それは情報技術が支援する具体的なモノ

やコトを環境にして学ぶ方式である。	
 

	
 事例として、ベトナムのハノイで訪問した

FPT 大学ポリテクニックでは、技術者のソフ

トスキルを重視し、ICT 技術者教育にベトナ

ムの伝統や文化を学ぶ時間を作っていた。そ

の上で表現力の具体的技法をプラクティカ

ルに教えるプログラムを導入していた。	
 

	
 一方、アイルランドのダブリン市立大学で

は、生涯学習の範疇だが、Trudy	
 Corrigan 博

士と Cathy	
 Fowley 博士の主導と実践により

異世代交流型の成人 ICT リテラシー教育

（Intergenerational	
 Learning	
 Programme）

が実践されていた。	
 

	
 いずれも異なる多様な価値観の接触と交

換が技術開発やリテラシー学習を促進し、発

想を変え、動機付けを高めるという考え方に

よるものであった。	
 

	
 第２は、海外では、ICT リテラシー形成や

情報技術教育の場面での「教え方」に変化が

認められた。	
 

	
 それは社会課題の解決から技術を発想し、

必要な ICT リテラシーを身につけるための学

習をする方式である。	
 

	
 事例として、米国オレゴン州ポートランド

州立大学では、学生は「大学を核としたまち

づくり」の実践を近隣コミュニティで体験し、

ICT が地域を支える不可欠な道具になってい

ること、そしてその利活用や開発に必要な知

識や技能を学ぶという流れにあった。	
 

	
 そこでは、単なる ICT 関連の概論的知識供

与や演習に留まらず、例えば、地域情報デー

タベース構築の意義/地域活性化の効果、写

真共有システムの有用性、自治活動や政治へ

の市民参加を促進するネットや SNS の作用な

どを知り、それを具体化する技術、スキル、

リテラシーを学ぶ道筋を作っていた。	
 

	
 同じく米国のシリコンバレーのサニーベ

ールでは、バイオキュリオス（BioCurious	
 |	
 

Experiment	
 with	
 friends）という「生活を

科学する」市民活動が行われており、商品開

発や学会発表レベルの専門性の高い科学研

究や技術開発/実験が実践されていた。そこ

では ICT を基盤にした「学び」の場があり、

参加者の知識、技能、発想を高め合う方式が



採用され成功をおさめ、喜びを導いていた。	
 

	
 第３は、海外では、ICT リテラシー形成や

情報技術学習は未来へのビジョンとセット

にして進行させる流れにある。	
 

	
 それは変化を予測した ICT リテラシー形成

や情技術学習の方式であり、まちづくりや暮

らしの観点から見た意欲喚起型のリテラシ

ー形成支援への提案である。	
 

	
 すなわち、先進の地域においては、自らの

まちや暮らしが科学/技術の表現の舞台であ

り、刺激的で活況な学びの場を地域に作って

いる。そこへの参加やイニシアティブを目指

して学習する。そんな意識や社会の変革が、

世界各地で急速に進んでいる。	
 

	
 最後の事例として、今回、オランダのフュ

チャーセンター、米国のファブラボなどの取

り組みを視察した。	
 

	
 例えば、オランダのフュチャーセンター

(ダイアログハウス、LEF、シップヤードなど）

は「未来デザイン」をコンセプトに、関係す

るステークホルダーが集まりイノベーティ

ブな次世代を設計する場となっている。そこ

ではアナログな諸活動を効果させるため ICT

の活用が不可欠なものとなっている。また、

その発展系としてイギリスのリビングラボ

などの思想と活動が今注目されている。	
 

	
 こうしたことから、本研究では以上の調査

結果をもとにイノベーション促進型 ICT リテ

ラシー形成のための学習とレベルチェック

の概念モデルを作成した。（図２）	
 

	
 

	
 

（３）上記の結果を総合し、日本版デジタ

ルリテラシー資格のモデル開発と標準化、

学習プログラムの基本要素、構成、コンテ

ンツ開発、未来設計に必要なキー・コンピ

テンシーとの対応づけ、標準化等について

検討を行った（図３）。	
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